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科学技術動向  概　要

本文は p.10 へ

フォーサイトに関する最新動向―第 5回予測国際会議
世界の科学技術予測の現状～社会課題解決に向けて～
（開催報告　その 1）

　当所の主催により、2014 年 2 月 12 日ー 13 日の 2日間、日本科学未来館で第 5回予測国際会議を開催
した。4つのセッションに、日本を含む 9カ国、2国際機関から計 12 件の発表があった。
　将来を俯瞰することは研究計画や戦略作りには欠かせないことから、現在、世界中でフォーサイトと
呼ばれる未来予測調査が実施されている。そして、その結果は各国・機関において多くの政策策定プロ
セスに活用されている。フォーサイトは当所が 1971 年から実施しているデルファイ調査を始め、シナ
リオライティング、ホライゾンスキャニングなど、さまざまな手法があるが、その利用目的に合わせて
単独または組み合わせた形で利用される。
　本誌では今号から数回にわたり、本国際会議で発表された内容および質疑応答について概要を紹介す
る。今回は、政府機関における科学技術予測活動について、日本でのこれまでの科学技術予測活動の歴
史と事例、また主要各国の中でも政策策定プロセスへの導入、活用が進んでいるロシアおよびシンガポー
ルの政府関係者からの発表概要を紹介する。

本文は p.4 へ

世界における予測活動の最近の動向
　予測活動は 1990 年代に欧州で盛んになり、現在、様々な規模・手法により、世界各国で実施されて
いる。予測活動は、多様な関係者の参加により体系的に将来を展望する活動であり、一般に「フォーサ
イト」と呼ばれることが多い。かつてはテクノロジーフォーサイトが中心であったが、近年はイノベー
ションを目的としたフォーサイトへの移行が見られる。
　実施に当たっては、文献調査、専門家パネル、シナリオプランニング等の手法を適宜組み合わせるこ
とが通例である。近年では、イノベーション創出の機会を見出すための、対話型のフューチャーワーク
ショップやホライゾンスキャニングが注目されており、企業や政府等での導入・試行が進んでいる。
　将来の不確実性が高まる中、どのようにして潜在的な脅威や好機の兆しを捉え、イノベーション創出
のための政策立案に繋げるのか、各国の活動事例から学ぶことは我が国の科学技術政策にも参考となる。
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本文は p.24 へ

各国の地球観測動向シリーズ（第 8回）
大韓民国の地球観測活動の方向性
―外国技術を導入した継続的な地球観測衛星利用―

　大韓民国の科学技術の中で、地球観測は最も重要な分野の一つである。2013 年に策定された第 3次科
学技術基本計画には、気候変動対応力の強化、環境保全・復元システムの高度化、自然災害予防と被害
の最小化など、地球観測に関連する課題がいくつか含まれている。このような活動を行うため、韓国は
欧州の衛星製造企業の技術を利用し、自国で独自に開発した機器と組み合わせて、極軌道の光学観測衛
星・レーダ観測衛星や静止軌道の気象観測衛星を運用している。
　同国では、自国の政府関係機関の各種業務にそれらの衛星から得られる画像を利用するだけでなく、
海外にも画像の販売や提供を行うことで、国家の国際的地位を高めようとしている。また、欧州の衛星
技術の利用により自らの技術力を向上させ、それにより得られた小型衛星開発・製造能力を活用して、
大学からスピンオフした衛星製造企業がマレーシア、アラブ首長国連邦、スペインなどの地球観測衛星
の製造を受注している。地球観測活動に見られる韓国独自の製造能力や運用能力の実情を把握すること
により、韓国の科学技術力の一側面を具体的に評価することができる。本稿では、外国の技術を取り入
れて宇宙先進国の仲間入りを目指す韓国の地球観測動向について、概観・分析を行う。

本文は p.15 へ

宇宙食の現状と災害食への活用
　宇宙食は、宇宙飛行士の健康を守るために必要な栄養成分を含むことは当然の前提として、通常地上
で食される食品と比べると、万が一の火災時に有害ガスを出さないこと、微小重力環境での飲食が可能
であること、常温で 1年以上の長期保存が可能であること、食器を使わずに食べられること等の条件を
満たす必要がある。さらに、楽しみの少ない宇宙生活のストレスをできるだけ少なくし、パフォーマン
スを維持するためには、地上となるべく近い食生活を送ることが望まれている。
　災害時にも同じことがいえ、制約・ストレスの多い被災生活の中で少しでも元気を出して生活し、必
要な活動を行うためには、できる限り食生活も日常に近い内容である必要がある。その際、電気やガス、
水の使用等に制限があるため、同様な制約の中で宇宙飛行士の食生活を充実させる努力を行ってきた宇
宙食の開発・運用の経験が生かされる余地がある。
　宇宙食の経験・仕様を災害食に活用することにより、災害対応の食がより災害関係者のニーズに沿っ
たものとなること、衛生面や安全性等の条件が厳しい宇宙食の基準も盛り込んだ食品ということで消費
者が安心して災害食を購入・備蓄する動機を与えること、栄養成分などの点で通常の食品やこれまでの
非常食よりも健康に配慮した仕様となることを目指す必要がある。今後、コスト面での問題もクリアさ
れて、こうした災害食の普及が進み、災害時のみならず平時にも活用されることを通じて、国民の健康
の維持・増進にも貢献することを期待したい。



科 学 技 術 動 向　2014年 5・6月号（144号）

4

　予測活動は 1990年代に欧州で盛んになり、現在、様々な規模・手法により、世界各国で実施されて
いる。予測活動は、多様な関係者の参加により体系的に将来を展望する活動であり、一般に「フォーサ
イト」と呼ばれることが多い。かつてはテクノロジーフォーサイトが中心であったが、近年はイノベー
ションを目的としたフォーサイトへの移行が見られる。
　実施に当たっては、文献調査、専門家パネル、シナリオプランニング等の手法を適宜組み合わせるこ
とが通例である。近年では、イノベーション創出の機会を見出すための、対話型のフューチャーワーク
ショップやホライゾンスキャニングが注目されており、企業や政府等での導入・試行が進んでいる。
　将来の不確実性が高まる中、どのようにして潜在的な脅威や好機の兆しを捉え、イノベーション創出
のための政策立案に繋げるのか、各国の活動事例から学ぶことは我が国の科学技術政策にも参考となる。

キーワード：フォーサイト，予測活動，イノベーション

　概　　要

横尾 淑子

科学技術動向研究

　我が国では 1971 年から科学技術予測調査が実施
されており、当研究所は、1988 年の設置以来、調
査実施機関となっている。科学技術動向研究セン
ターは、調査実施の傍ら、国際会議・セミナー等の
開催1）や国際共同研究を通じて各国関係機関と情報
及び意見の交換を行い、予測活動をより有用な政策
決定ツールとするための手法開発に取り組んでいる。
　本稿では、これまで収集した情報を基に、各国に
おいて様々な目的の下で実施されてきた科学技術と
社会の発展に関する中長期的な公的予測活動の最近
の動向を概観する。

　1990 年代欧州において盛んになった予測活動は、
その後新興国にも広がり、現在多くの国々で実施に
至っている（図表 1）。その目的は、科学技術政策
への適用、イノベーションツールとしての活用な
どである。各国で実施されている予測活動は、図
表 2 に示すように、規模、実施主体、手法など、様々
な点で多様化している。
　予測活動は、一般的に「フォーサイト（foresight）」
と称される。「フォーサイト」は、単なる将来予測では
ないとの観点から、しばしば「フォーキャスト」との対
比において取り上げられてきた。その一方、forecast、
backcast、future studies、futures analysis、
strategic planning、visioning、future-oriented 
technology analysis、technology assessment、

世界における予測活動の最近の動向

1 はじめに 2 予測活動の概要

予測活動とは2-1
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impact assessment など、類似性が見られ、明確に
切り分けることが難しい様々な名称の活動の総称
ともなってきた。すなわち「フォーサイト」は、予
測活動の一つを指す場合と予測活動全般を指す場
合がある。近年では、類似する活動を包括する語
として forward-looking activities が用いられる場合
もある。
　これらの活動に共通する要点は、体系的なアプ
ローチによる将来展望である。欧州委員会では、
フォーサイトを「関係者の参加を得て、体系的に未

出典：参考文献 2 を基に科学技術動向研究センターにて作成

図表 1　予測活動の歴史

来に関する知見集約と中長期ビジョン形成を行う
プロセスであり、将来に向けて現時点でなすべきこ
とを決定し行動に向かわせるもの」であるとして
いる。未来を「考え、議論し、創造する」ことを 3
本の柱として掲げており、多様な関係者の参加、並
びに、実践指向（予測ではなく、行動により未来
を創る）が強調されている。したがって、調査結
果の分析と提言で終わるのではなく、具体化に向
けた発展的な議論や政策検討への寄与などの事後
評価まで含む活動とされている。

項目 内容 

対象地域

 世界規模（国連大学ミレニアムプロジェクト、等） 
 広域（欧州、アジア、等） 
 国 
 国内地域 

実施主体

 国際機関（UNIDO 、OECD、APEC、EU 等） 
 政府機関（英国 BIS、ドイツ BMBF、等） 
 団体（学協会、業界団体、大学） 
 地方自治体（ドイツ各州、中国上海市、等） 
 ソーシャルネットワーク（予測市場） 

目的

 社会変化・メガトレンド 
 目指すべき将来社会像 
 戦略・ビジョン策定 
 科学技術の動向 

手法
 継続性 （単発プロジェクト、継続調査）  

 組み合わせ（単一手法、複数手法） 
 種類（文献調査、専門家パネル、ワークショップ、等） 

1980
1970

1990

1995

2000

2005

2010

1

4

5

6

7

8

9

1990
1991

図表 2　予測活動の多様化
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　近年、技術の革新だけでなく、社会の複雑な問題
の解決や新しい社会の仕組みを生み出すための手
段として、オープンイノベーションやユーザーイ
ノベーションなど新しい方向性が注目されている。
それまで考えられなかった同業他社間、異業種間、
産学、市民・ユーザーなど、立場の異なる関係者
の対話による創発が、新しい可能性を拓くものと
して期待を集めている。
　このような状況の下、関係者の認識の共有と討論
の基盤として、予測活動の結果のみならず、プロ
セス自体に大きな意義が見出されるようになった。
科学技術の専門家とそれ以外の関係者の位置付け
にも変化が見られ、ニーズとシーズのマッチング
という対峙的な関係から、同じ方向を見据えて同
じ立場で将来に向けた議論を行うことが指向され
るようになった。
　予測活動の中心的機関の一つである英国マン
チェスター大学の Luke Georghiou は、1990 年代か
らの予測活動を 5 つの世代に分けており、より広
い範囲の事項を扱い、他の政策や戦略策定との結
びつきが強まっている状況にあるとしている3）。そ
して予測活動は、テクノロジーフォーサイトから
イノベーションフォーサイトへと移行し、ユーザー
と供給側のビジョン共有という新しい流れを支え
るものとなった、と述べている。

　予測活動で用いられる手法は、定性的／定量的、
規範的／探索的（現状が出発点）、一つの未来／複数
の未来、などの観点から特徴づけられる4）。英国マ

　近年、イノベーション創出に向け、多様なセ
クターからの参加者によるフューチャーワーク
ショップやホライゾンスキャニング（環境スキャニ
ング）が注目を集めており、我が国でも盛んになっ
てきた。いずれも手法としては新しいものではな
く、海外における実践の歴史は長い。

　文部科学省は、平成 25 年度に「大学等シーズ・
ニーズ創出強化支援事業」を立ち上げ、30 校を選
定した。この事業は、デザイン思考の対話型ワーク
ショップを通じて、イノベーション創出の確率を高
めること、及びそのプロセスの検証を行うことを目
的としたものである。将来の社会的課題の解決に

出典：参考文献 3

図表 3　予測活動の変遷

ンチェスター大学の Popper5）は、創造性／エビデ
ンス、高度な専門性／関係者間の相互作用を頂点と
する「フォーサイトダイヤモンド」を作成し、各手
法を位置付けている。
　主な手法の採用状況を図表 4 に示す。最も一般的
なのは、文献調査、専門家パネル、シナリオである。
また、特定の地域で多用される手法として、デルファ
イ（アジア、ラテンアメリカ）、環境スキャニング（ラ
テンアメリカ）、フューチャーワークショップ（北米）、
ロードマップ（北米、アジア）が挙げられる6）。未
来を予測するためには単一手法によるアプローチで
は不十分なことから、各手法の特徴を生かす形で複
数の手法を組み合わせ、一連の工程として実施する
場合がほとんどである。

第一世代 技術フォーキャストが中心。技術動向自体の影響が大きい。技術専門家
や予測専門家の手に委ねられている。 

第二世代
 技術とマーケットとの関わり合いに着目。技術発展は、マーケットへの

貢献・影響の観点から議論される。産学の参加。 

第三世代 社会の様々な関係者の視点を入れ、社会トレンドや制度調整など広範な
社会的側面を扱う。 

第四世代 予測の役割が、科学・イノベーションシステムの領域にも拡大。複数組
織が他の活動と連携しつつ計画・実施。 

第五世代
様々な予測活動が融合して実施される。STI システムの構造、及び、広
範な社会・経済的事項における科学技術的側面に注目。広範な政策アプ
ローチの中に予測活動が位置付けられる。 

予測活動の焦点2-2

予測活動で用いられる手法2-3

フューチャーワークショップ3-1

3 予測活動の最近の実施例
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出典：参考文献 5 を基に科学技術動向研究センターにて作成

図表 4　主な手法の採用状況

向けたバックキャストの視点で、これまで主たる
役割を担ってきた理工系の大学教授だけではなく、
企業、NPO、市民など多様な関係者が参加して一
緒に対話を行うことにより、新しい発想を誘発する
ものである。ワークショップは、議論の場に留まら
ず、対話を続けることで新しい行動に向けた関係構
築を促し、実践に繋げるための場ともされている。
また、「革新的イノベーション創出プログラム（COI 
STREAM）」においては 12 件が採択され、あるべ
き社会の姿を見据えた研究開発プログラムの議論
が行われている。このように、大学を中心として
革新的な研究開発成果によるイノベーション創出
や産学連携を推進するためのワークショップ開催
やフューチャーセンター設置が広がっている。
　一方企業においては、ワークショップを通じた、
新商品・サービスの探索や長期ビジョン検討が活
発に行われている。同業他社や異業種など多様な
参加者の対話を促すための仕組み作りも始まった。
まちづくりや教育などの社会的に関心の高いテー
マについて、地方公共団体や NPO を主体とした対
話の場作りも始まっている。

　ホライゾンスキャニングは、潜在的な脅威や好
機、あり得る将来展開などを体系的に観察・分析
する活動である。長期的な変化の可能性を探索し、
それがどのような影響・効果をもたらし得るのか
を分析する。スキャニングの対象には、政治・経
済・社会などのマクロ環境、技術、エマージングイ
シューなどがある。持続的なトレンドだけでなく、

ホライゾンスキャニング3-2

現在認識できる範囲の境界を広げて、見えないもの
を見ること、すなわち、想定の枠外にある新しい変
化の兆しを見出すことの重要性が強調され、ワイル
ドカード（起こる確率は低いが、インパクト大）や
ウィークシグナル（将来変化の予兆）の探索が行わ
れている。予測活動で取り上げるトピックを特定す
るための前段階の作業であり、予測活動の一環とし
て扱われることが多い。
　公的な取り組みの代表例としては、英国、オラン
ダ、シンガポールが挙げられる。いずれも、省庁横
断的な取り組み、継続性の重視という方向性が共通
に見られる。
　調査は、①情報収集、②情報からのトピック抽出、
③トピックの将来インパクト等の評価から成る。文
献、新聞・雑誌記事、報道、ウェブサイト等から情
報を収集（既存データソースの利用を含む）し、そ
れらのグループ化、将来的意味合いや正負のインパ
クトの大きさなどについて、ワークショップ、イン
タビュー、ディスカッションなどの手段により検討
が行われる。シナリオの形で分析結果が示されるこ
とも多い。医療、環境、セキュリティなどの領域に
おける実施例がよく見られる。

　欧州委員会研究・イノベーション総局では、2000
年代初めから予測活動に関するネットワーク4）を
構築し、欧州連合の域内外での活動の情報を収集・
分析し、ウェブサイト上で公開している。2009 年
の報告書6）では、2004 ～ 2008 年の間、欧州を中心
とする 55 か国、2 地域（欧州、アジア）における
2000 を超える活動があったと報告されている。こ
の中で、アジア地域については、日本、インド、韓国、
シンガポール、中国が実施例として挙げられている
が、この他、カザフスタン、台湾、マレーシア等
でも実施例がある。また、報告書では取り上げら
れていないアフリカ地域についても、南アフリカ、
エジプト等で実施例がある。図表 6 に、最近実施
されたプログラムの例を示す。

　我が国だけではなく 1990 年代に欧州において予

5 おわりに
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4 世界各国における予測活動の例
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出典：科学技術動向研究センター調べ

図表 6　各国・地域における最近の予測活動事例

出典：参考文献 3

図表 5　ホライゾンスキャニングの事例

測活動への関心が高まって以来、先進国、新興国を問
わず、様々な地域で様々なレベルで取り組みがなさ
れ、経験が蓄積されている。将来の不確実性の高い
課題が多い現在、潜在的な脅威や好機をどのように
して捉え政策立案に繋げようとしているのかなど、

他国の経験を学ぶことは非常に意義深い。
　現在、科学技術動向研究センターでは、各国の特
徴的な予測活動やその結果等について調査を進めて
いる。今後、各国の取り組み状況や実施事例など、
最新の情報について本誌において随時紹介を行う。

アジア

 インド Technology Vision 2035 (2011～) 
 カザフスタン Kazakhstan 1st Scientific Technological Foresight 

(2010～2011) 
 韓国 第 4回技術予測 (2010-2011) 
 台湾 2025台湾産業新願景 (2012～) 
 マレーシア National Technology Foresight 2010 (2010) 

オセアニア
 オーストラリア Our Future World （2009～） 

 ニュージーランド Project 2058 (2007～2011) 

欧州

 英国 Future of cities (2013～)、Future of demographic 
change (2013～)、等 

 ドイツ BMBF Foresight (2007～2009、2012～) 
 オランダ The Netherlands of 2040 (2010) 
 オーストリア CIVISTI - Ambient Assisted Living (2013～) 
 ロシア National S&T Foresight 2030 (2006～) 

アフリカ

 エジプト Desalination Technology Roadmap 2030 (2007) 
 モロッコ Agriculture 2030: A future for Morocco (2012) 
 南アフリカ Enhancing Innovation in South Africa: The COFISA 

Experience (2010) 

北米 カナダ Policy Horizons Canada (2011～) 
 米国 Global Trend 2025 (2008) 

南米 コロンビア Colombian Technology Foresight Programme: Cycle 2 
(2005～2008) 

地域 国・地域 プロジェクト名（実施期間あるいは公表年） 

国 活動状況 プロジェクト例 

英国7）

 政府科学庁ホライゾンスキャニングセンター
（HSC）や環境・食糧・農村地域省（Defra）
等、2000年代前半各省庁で始動。2012年のレ
ビューにおいて横断的な取り組みの必要性が指
摘され、2013年に枠組みが示された。 

・Sigma Scan、Delta Scan 
(2005-2006) 
・Technology and innovation 
futures: UK growth 
opportunities for the 2020s 
(2010, 2012) 

オランダ 8） 
研究開発会議顧問委員会 (COS) の主導の下、
技術動向研究センター (STT) が実施。組織を
設置せず、プロジェクトベースで実施している。 

・Horizon Scan 2007 (2005～
2007) 
・Horizon Scan 2050 (2012～
2014予定) 

シンガポ
ール 9）

 
首相府国家セキュリティ対応センター (NSCC)
下にリスクアセスメント・ホライゾンスキャニ
ングセンターを設置、継続的に活動。
国の安全保障と紐づけられている。 

・Risk Assessment and Horizon 
Scanning programme (2005 ～) 

OECD 10）
インターナショナルフューチャープログラム
下のプロジェクトとして実施した。 

・OECD Horizon Scan (2007) 

EU 

欧州委員会研究・イノベーション総局が FP7
下で、欧州の科学技術システムに影響を与え得
るエマージングイシューを対象とした「ブルー
スカイリサーチ」を公募、6プロジェクトを採
択。うち 2プロジェクトがスキャニング関連で
ある。 

・Scanning for Emerging Science 
and Technology Issues 
(SESTI) 11）、iKNOW 12） 
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科学技術動向研究

フォーサイトに関する最新動向―第5回予測国際会議

世界の科学技術予測の現状
～社会課題解決に向けて～
（開催報告　その1）

村田 純一　浦島 邦子

　当所の主催により、2014年 2月 12日ー13日の 2日間、日本科学未来館で第 5回予測国際会議を開
催した。4つのセッションに、日本を含む 9カ国、2国際機関から計 12件の発表があった。
　将来を俯瞰することは研究計画や戦略作りには欠かせないことから、現在、世界中でフォーサイトと
呼ばれる未来予測調査が実施されている。そして、その結果は各国・機関において多くの政策策定プロ
セスに活用されている。フォーサイトは当所が 1971年から実施しているデルファイ調査を始め、シナ
リオライティング、ホライゾンスキャニングなど、さまざまな手法があるが、その利用目的に合わせて
単独または組み合わせた形で利用される。
　本誌では今号から数回にわたり、本国際会議で発表された内容および質疑応答について概要を紹介す
る。今回は、政府機関における科学技術予測活動について、日本でのこれまでの科学技術予測活動の歴
史と事例、また主要各国の中でも政策策定プロセスへの導入、活用が進んでいるロシアおよびシンガ
ポールの政府関係者からの発表概要を紹介する。

キーワード：フォーサイト，予測，科学技術，政策，デルファイ調査，シナリオ

　概　　要

　将来を俯瞰することは研究計画や戦略作りには
欠かせないことから、現在世界中でフォーサイト
と呼ばれる未来予測調査が実施されている。そし
て、その結果は多くの政策策定に活用されている。
フォーサイトは当所が 1971 年から実施しているデ
ルファイ調査1）を始め、シナリオライティング、ホ
ライゾンスキャニングなど、さまざまな手法がある
が、その利用目的に合わせて単独または組み合わせ
た形で利用される2）。これまで当所主催の予測国際
会議を 2000 年から 4 回実施 3〜5）している。この度、
わが国における予測活動のさらなる発展を目指す
ことを目的に、世界各国における予測活動の現状と
その社会問題解決への適用に関する事例を通じて、

持続可能な将来の姿を描くにはどうすべきか議論
するために、第 5 回予測国際会議を実施した。講演
者は、日本を含む 9 カ国、2 国際機関から計 12 名、
参加者は 2 日でのべ約百数十名だった。
　今号から数回にわたり、その会議状況について報
告する。

　「Overview of 40 years foresight experiences 
and next one to meet new political needs（40 年 の
フォーサイト経験の概観と新しい政策ニーズに見
合う次世代フォーサイト）」と題した基調講演では、
1971 年から日本が大規模な科学技術に関する予測

1 はじめに―概要と目的

2 基調講演より
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フォーサイトに関する最新動向―第5回予測国際会議

世界の科学技術予測の現状
～社会課題解決に向けて～
（開催報告　その1）

活動をしてきた経緯と、今後の政治的ニーズに合わ
せた予測調査について説明があった。図表 1 に、日
本における社会のニーズと科学技術予測調査、政策
の変遷の関係を示す。社会の変化により、フォーサ
イトに求められるニーズは変化してきており、日本
では 5 年ごとにすでに 9 回の大規模調査が実施さ
れ、主にデルファイ法による調査6）をしてきた。そ
して第 8 回以降から社会ニーズ調査7）、シナリオラ
イティング8）、論文分析9）などが付加され、多方面
から検討することを行っている。そして従来からの
デルファイ調査も改良し、技術を中心にした設問だ
けではなく、社会ニーズに対応した課題も設定する
ように変化している。質問内容も「技術的な実現時
期」と、「社会への適用時期」を聞き、その促進要因
や、時間的ギャップを縮める要因についても問うこ
とで、より政策提案に資する結果を導くことを目的
として実施してきた。そうした取り組みによる、第
8 回の結果は「第 3 期科学技術基本計画」10）策定の
検討や、「イノベーション 25」11）に使用された。そ
して、デルファイ調査は 40 年以上の経験があるこ
とから、設問の実現率を分析したところ、一部実
現も含めて全分野平均で約 70% が実現しているこ
とが明確となった12、13）。そして次のような提案が
あった。
　今後実施する第 10 回デルファイ調査は、課題解
決を目的とすると、該当領域の専門家だけでは足り
ず、さまざまなバックグラウンドの人を集めて、デ

ザインから実施まで行わなければならない。そして、
クライアントは誰かということを意識し、クライア
ントと定期的にディスカッションする機会を設け、
予測調査の設計から実施をすることが望ましい。さ
らに具体的な政策オプションを作るところまで、予
測調査の機能を高めることが必須である。
　また講演後、会場から「イノベーションの観点で
考えると、特定の業界と官とのつながりという、従
来の構造では、社会を変革していく新しいアイデア、
新しい企業の創出が難しいと思う」という意見に対
して、「欧州に比べて日本は起業数が少ないこと、ベ
ンチャーは 1000 の会社が 10 年あるいは 20 年後に
3 つ残って、それが成功していると言う事なのに、日
本は生存率が高い。つまりベンチャーのシステムに
なっていない。それは、社会全体のさまざまな要素
が影響しているので、どこから変えるのが良いかが
ポイントになると思う」との回答があった。

図表 1　科学技術予測調査の変遷

　ロシアの科学技術活動の概要、技術予測システ

出典：科学技術動向研究センターにて作成

3 政府機関における予測活動

ロシアにおける科学技術予測システム3-1
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　首相府17）にて国の予測活動をとりまとめている
担当者から、シンガポールにおける戦略フォー
サイトの組織、実施体制、シナリオ、ホライゾン
スキャニング、参加型フォーサイトについて説明
があった。図表 3 に予測に関係する機関の概略図
を示す。
　当 初、 戦 略 立 案 の 部 署 は 国 防 省 に 属 し て お

図表 2　ロシアの科学技術フォーサイト 2030

ム、Russian S&T Foresight 2030 の方法と結果、
予測調査結果の社会実装（利用）について説明が
あった。図表 2 に、ロシア科学フォーサイト 2030
の概要を示す。
　ロシアでは 2012 年に大統領命令により「S&T 
Foresight 2030」が承認された。つまり、予測調査
が制度化され、調査結果は政府のみならず、企業の
意思決定にも使われることとなったのである。その
ため、調査は政府機関だけでなく、複数の企業も参
加して行われることとなった。当然、調査範囲は科
学技術にとどまらず、社会および経済の領域も含め
られた。調査に求められたことは、国家、企業、そ
の他、社会の組織におけるネック（阻害事項）の除
去である。阻害要因として考えられることは、組織
の甘えの構造があり、その改善対策としては、従来
の組織構造の是正、現在の社会問題の重視、伝統産
業とイノベーションによる新興市場の開拓、そして
弱点や欠点の克服である。「S&T Foresight 2030」
調査は、ロシア国立研究大学高等経済学院（HSE）
15）が中心となって実施したが、国内の大学や研
究所はもちろんのこと、海外機関である OECD、
UNIDO、EU、マンチェスター大学、ジョージア工
科大、フラウンホーフアー、KISTEP（韓国科学技
術企画評価院）などとも協力して継続して調査を実
施している。特に社会経済開発にフォーカスして、

戦略的な進展、ワイルドカード（予期せぬ事象）
やウィークシグナル（発生確率の低いと思われる
事象）にも焦点を当て、2040 年以降までを考慮し
た長期間のシナリオを作成している。ロシアの予
測活動は、政府機関のみならず、一般企業からの
委託によっても行われている。これは、フォーサ
イトはイノベーションのツールとして、企業戦略
を作成する上でも重要視されているからである。
予測結果を利用するには、社会との対話が重要で
ある。HSE では、国防関係の調査は実施しておら
ず、別の組織で実施している。また、報告書はま
だロシア語でしかできていないが、現在英語に翻
訳しており、近々公表予定である16）。

出典：参考文献 14　1-1-5 ページの図を基に科学技術動向研究センターにて作成

�

シンガポール政府の戦略的予測3-2
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り、シナリオプランニングを行ったが上手くいか
ず、2003 年からは総理府戦略政策局が中心となっ
て実施されている。現在、政府の各機関に個別に
フォーサイトに関連する組織があり、個別の官庁
の施策に合わせたシナリオを作成し、それをベー
スに国家のシナリオを 5 ～ 7 年ごとに作成してい
る。シナリオを作るのに必要なのはプロセスで、
報告書のような結果ではなく、各ステージごとの
ポリシーメーカーとの話し合いが大事である。当
然ながら、出来たシナリオは大臣を含めポリシー
メーカーに配布される。
　政策立案には、従来同様、統計などを用いた定
量手法が中心だが、定性的にとらえる必要もある
ことから、色々なアプローチを利用するように
なってきている。一方、実際の行政の現場では、
従来の手法で解決できる問題もある。しかし、問
題を特定しないと対応が困難なことから、問題解
決型の施策には限界があり、複雑な問題には多様
な協力が必要で、問題と関連する組織を合わせた
対応が必要である。当初、官民共に関係者の中に
は「予測調査は専門家のもの」という見方が多
かったが、社会を変えるという意味で、現在は多
様性が必要という意識が広まった。
　将来の予測としては、数十年だけでは無く、
100 年にわたって考える必要がある。そのための
手法・ツールとして、多くの人々が参加するポリ
シーゲームや、未来トレンド予測などがある。過

去の事象によって、今の結果や経路が決まるのであ
れば、今を知れば未来がわかるとも言える。つまり
未来は見つけるものと言う考えで、現在は未来を探
す羅針盤と考えられる。
　2012 年将来を考える作業を 1 年間実施し、この
イベントには、数千人が参加して、オープンエン
ドの質問と自由な討議を行ったが、結果として参
加型フォーサイトになった。
　未来のシナリオを作るには、線形の予測モデルと
異なり、複数の未来の経路を描くことで、複数の
実現可能性が認識できる。シナリオには、インタ
ビューであいまいな答えをしたものも含まれ、中に
はシナリオ作成に際し文書化されなかった部分に興
味深い内容が含まれることがあることから、作業に
係わるとウィークシグナルが検出できるメリットが
ある。つまり、報告書を読んだだけでは見えてこな
い部分も捉え、科学技術がガバナンスに与える影響
も把握している。例えば、ここ 10～15 年の間に公
的エンジニアリングもアウトソーシングされるよう
になっており、水道、交通インフラ、住宅などがそ
の対象となっている。こうした動きに対して、公的
機関から離れた技術を再度重視した方が良いと言う
意見もある。そこで、社会の要望と効率のバラン
スを考えて、ベストとは言えないかもしれないが、
満足できる解決策を模索している。

（次号に続く）

図表 3　シンガポール政府を中心とした未来検討チーム

出典：参考文献 14　1-2-1 ページの図を基に科学技術動向研究センターにて作成
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宇宙食の現状と災害食への活用

科 学 技 術 動 向　2014年 5・6月号（144号）

　宇宙食は、宇宙飛行士の健康を守るために必要な栄養成分を含むことは当然の前提として、通常地上
で食される食品と比べると、万が一の火災時に有害ガスを出さないこと、微小重力環境での飲食が可能
であること、常温で 1年以上の長期保存が可能であること、食器を使わずに食べられること等の条件を
満たす必要がある。さらに、楽しみの少ない宇宙生活のストレスをできるだけ少なくし、パフォーマン
スを維持するためには、地上となるべく近い食生活を送ることが望まれている。
　災害時にも同じことがいえ、制約・ストレスの多い被災生活の中で少しでも元気を出して生活し、必
要な活動を行うためには、できる限り食生活も日常に近い内容である必要がある。その際、電気やガ
ス、水の使用等に制限があるため、同様な制約の中で宇宙飛行士の食生活を充実させる努力を行ってき
た宇宙食の開発・運用の経験が生かされる余地がある。
　宇宙食の経験・仕様を災害食に活用することにより、災害対応の食がより災害関係者のニーズに沿っ
たものとなること、衛生面や安全性等の条件が厳しい宇宙食の基準も盛り込んだ食品ということで消費
者が安心して災害食を購入・備蓄する動機を与えること、栄養成分などの点で通常の食品やこれまでの
非常食よりも健康に配慮した仕様となることを目指す必要がある。今後、コスト面での問題もクリアさ
れて、こうした災害食の普及が進み、災害時のみならず平時にも活用されることを通じて、国民の健康
の維持・増進にも貢献することを期待したい。

キーワード：宇宙食，災害食，健康維持，災害，食料備蓄

　概　　要

　隔離・閉鎖された宇宙船内において、長期間に
渡って不便な生活を強いられる宇宙飛行士にとっ
て食事は大きな楽しみのひとつである。国際宇宙ス
テーション（ISS）では、2015 年には 1 回の宇宙滞
在期間の上限が従来の 2 倍（1 年間）に延長されよ
うとしており1）、宇宙飛行士の心身の健康を維持す
る上での宇宙食の重要度も増している。
　宇宙食は、宇宙飛行士の健康を維持するために必
要な栄養成分を含む以外に、微小重力の環境でも飲
食することが容易であること、そのままの状態、あ
るいは宇宙船に装備した加温器または注水・注湯

器のみの利用で飲食できること、常温での保存が可
能であること、食中毒等を起こすリスクが限りなく
ゼロに近いこと、さらには火災等の際に人体に有害
なガスを出さないこと等の条件を満足する必要が
ある。そのため、宇宙食は地上用の食品とは出自の
違う「宇宙環境専用の特殊な食品」として進化して
きた。また、宇宙飛行士は地上で普段から食べてい
る食品、子どもの頃から慣れ親しんでいる食品を宇
宙でも一番食べたいと希望しており、こうした心情
は、地上において地震などの災害が発生した場合の
被災者にも共通する点があると思われる。
　宇宙食と災害時の食には共通する点が多い。例え
ば、災害時は一時的に水や食料を備蓄品で賄わなく
てはならない、電気やガスなどのインフラが停まり

宇宙食の現状と災害食への活用

中沢 孝

科学技術動向研究

1 はじめに
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調理ができない、あるいは制限される点も、宇宙飛
行士が晒される環境と似ている。
　従来の「非常食」と言われる食品は、保存性の良
さ、保存期間の長さを重視した食品が主流であるが、
災害発生後のニーズに配慮した「災害食」の開発・
普及が提案されている2）。非日常的な環境下でのス
トレスを少しでも軽減するためには、できるだけ日
常の食品が食べられる環境を用意することは極めて
重要である。非常食ならびに災害食に関する動向に
ついては、2012 年 3･4 月号にて取り上げた。
　今後大規模な地震の発生および被災期間の長期
化が懸念される中、本稿では、栄養成分のバランス
や、喫食性、多様性等が考慮された宇宙食の開発・

図表 1　宇宙食と災害食の比較

　宇宙食と災害食の比較を図表1に示す。微小重力環
境であるがゆえの摂食性に関する条件や、限られた
閉鎖空間に長期間滞在するための、「パッケージか
ら有害ガスが発生しないこと」等の要求を別にすれ
ば、宇宙食と災害食に要求される条件（仕様）には
類似点が多い。

運用の経験を「災害食」に活用する検討を行う。

食害災食宙宇点似類マーテ

定義
宇宙滞在中に、宇宙飛行士が心身
の健康のために摂取する食品

災害発生後、被災地での生活、活動者の心
身を健康に維持するために摂取する食品

士行飛宙宇者用利定想

①救出、復旧従事者
②一般被災者
③特殊食品が必要な要援護者(乳幼児、嚥
下障害者、アレルギー患者等)

名数数者用利
東日本大震災　　　　　　　最大47万人
首都直下地震(想定)　　　最大720万人
南海トラフ地震(想定)　　　　最大950万人

環境
宇宙空間(微小重力、温湿度ほぼ一
定)

被災地(季節を問わない)

いし乏に性画計的画計性画計の達調

目目的 ○ 心身の健康維持(栄養、楽しみ) 心身の健康維持(栄養、楽しみ)

搬運らか上地に的期定で船給補法達調
①災害に備えて家庭、企業、自治体が備蓄
②発災後、被災地外から調達し運搬

利用期間　短い場合 1960年代はチューブ入りなど 3日間生き延びるための非常食

利用期間 長い場合 ○ 滞在全期間(ISSでは半年) 通常の生活が戻るまでの災害食(数か月)

要不要必微小重力環境下での摂取機能

長期保存性 ○ 必要（1年以上) ある程度は必要(1.5年以上か)

利用シーン
基本的に宇宙滞在時のみ
（地上では搭載品を決めるための試
食のみ）

災害時及び平時

健康を考慮した栄養成分 ○ 必要 必要

包装資材の条件 ○ 強靭性（含減圧環境）、コンパクト性 強靭性、コンパクト性

安全性(包装資材) 燃焼時の有害ガス発生なし 不要

要必要必理管の等同は又P（※）CCAH)品食(性全安

食器不要の工夫 ○ 必要 必要

要必要不)分成養栄(示表

要必が夫工いならなく高)めたの産生量少(価高格価

喫食前の処理 ○

食品によって異なる
①そのまま食べる
②加温器で温めて食べる
③注湯器でお湯を入れて食べる

ステージが変化する
①第一ステージ そのまま食べる
②第二ステージ お湯を沸かして注湯する
か湯煎して食べる
③第三ステージ 調理する

規格・基準 ○
ISS FOOD PLAN
宇宙日本食認証基準
宇宙日本食調達基準

必要

前提条件

必要機能

出典：科学技術動向研究センターにて作成

2 宇宙食と災害食の比較
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　一般的に宇宙食は以下の条件を満足する必要がある。

（1）栄養の補給
　長期宇宙滞在に必要とされる栄養成分要求量3）と
地上における基準（厚生労働省）4）の比較を図表 2
に示す5）。★は宇宙飛行士と日本人成人への要求値
が大きく異なる項目である。全般的には大きな違
いはないが、前者は、窓が少なく日光に当たる機
会が少ないために不足しがちなビタミン D、高放
射線環境にさらされることを考慮して抗酸化作用
があると言われるビタミン E、骨粗しょう症予防に
関係するカルシウム、加工食品を多く食べる人は
多めに摂取することが望ましいといわれるセレン
やクロムの要求量が大きいこと等が特徴である。

（2）長期保存が可能であること
　ISS への物資の補給は数か月に 1 度程度しか行わ
れないことから、宇宙食は常温で少なくとも製造
後 1 年以上保存できることが必要である。最近は 1.5
年～ 2 年の賞味期間を有するものが多い。

（3）食品としての安全性が高いこと
　ISS上では、食中毒などの事態になるリスクを極力
下げる必要があり、HACCP（危害分析に基づく重要
管理点）またはそれに準じた衛生管理が求められる。

（4）容器包装の安全性が高いこと
　人体に有害なガスが宇宙食のパッケージから発
生しないこと、の確認試験を行うことが求められ
る。また、原則として火災発生時に火勢を強める
ような燃えやすい材料も使えない。

（5）微小重力等の環境への対応
　ISS 内は微小重力環境であり、物品の固定にはベ

ルクロ（マジックテープ）が用いられる。宇宙食
もベルクロでテーブルや壁などに固定し、食品は
容器にスプーンやフォークなどを入れて粘着させ
てから直接口に運んで食べる必要がある。従って、
粉末状の食品はそのままでは宇宙食にできない。ま
た、液体またはそれに近い状態の食品は、密閉した
専用容器に入れてストローで飲むか、食品にある
程度の粘り気を追加するなどの処置が必要になる。
　固体と液体が混在する食品（例えばスープ麺）では、
より一層の工夫が求められる。また、容器包装は輸
送時や宇宙飛行時にさらされる可能性のある低・高
温や低圧・高圧環境に耐えられる必要がある。

（6）調理装置への対応
　ISS のフードギャレー（食堂）には加温器と注湯・
注水器という 2 種類の簡易的な調理装置が設置さ
れている。前者は食品を挟み込んで電気ヒーター
で約 80℃まで温める装置であり、後者は約 80℃の
お湯を宇宙食の注入口から 25 mL 単位で注入する
機能を持つ。宇宙食はこの調理装置を用いて調理
するか、あるいはそのままの状態で食べられる必
要がある。

　宇宙食は製法や形態等から図表 3 のように分類
することができる。
　フリーズドライに代表される加水食品と、レトル
ト食品に代表される温度安定化食品が多い。現在の
ISS には尿を含む水分のリサイクル装置が装備され
ており、ISS 内で使用した水の 9 割以上がリサイク
ルされ、飲料水や宇宙食の加水用としても用いら
れている。物資の ISS への打上げには 1 kg 当り数
百万円かかるため、水分を抜いて軽くした加水食
品は打上げコストの面でメリットが大きい。

　ISS には全搭乗員のための 16 日分をセットとし
て用意される標準食と、個々の宇宙飛行士の希望
を踏まえて用意するボーナス食があり、図表 4 に
示すように、標準食は米国（NASA）とロシアが原
則として 50 ％ずつ用意している。ボーナス食につ
いては、NASA、ロシアの宇宙食以外に、各国が用
意する宇宙食の中からも選ぶことができる。

　一方で宇宙食は試食を除いては日常（地上）で食
べることは想定されておらず、災害食は日常（平時）
でも使用することが望ましいこと、宇宙食は少量生
産のため必然的に高コストになってしまうのに対
して、災害食は、大量生産ができ、できるだけ安価で
あることが求められるという運用上の相違もある。

宇宙食の条件3-1
3 宇宙食の条件・種類・現状

宇宙食の種類3-2

各国の宇宙食3-3
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出典：参考文献 3、4 を踏まえ科学技術動向研究センターにて作成

図表 2　宇宙食の栄養要求（NASA）と日本人の食事摂取基準（厚生労働省）の比較（1日当たり）

性女性男位単

エネルギー Kcal
男性：　2,845
女性：　2,064

2,650 2,000

30～49歳、
体重68.5kg(男）

53.0kg(女）
身体活動レベルII

の場合

宇宙飛行士のカロリーは以下の式に左記の体重を入力して計
算
男性：　18歳-30歳　1.7×(15.3×体重＋679）
　　　　　30歳-60歳　1.7×(11.6×体重＋879）
女性：　18歳-30歳　1.6×(14.7×体重＋496）
　　　　　30歳-60歳　1.6×(8.7×体重＋829）　　体重：ｋｇで入力

たんぱく質
NASA:：％
厚労省：ｇ

総エネルギーの
１２～15

60
（約９％ *1）

50
（約10％ *1）

30～49歳の推奨量
人体の主要な構成要素
*1：　１ｇを４Kcalとして計算。

脂質  ％
総エネルギーの

30～35
30～49歳の目標量

生体膜の成分、エネルギー貯蔵、体温を保つための断熱材、皮
膚の保護、代謝活性を抑制するホルモンの前駆体

加増のルーロテスレコLDL、源ーギルネエ量標目の上以歳81％J酸肪脂和飽

プロスタグランジンの前駆体となる量標目の上以歳81％J酸肪脂系6-n

n-3系脂肪酸
（DHA,EPA）

J ｇ 　 2.2以上 1.8以上 30～49歳の目標量 抗血栓作用、心筋梗塞防止効果

コレステロール J ｍｇ 　 750未満 600未満 18歳以上の目標量 虚血性心疾患と関係

炭水化物 ％
総エネルギーの

50
18歳以上の目標量 糖質と食物繊維の総称、主要なエネルギー源

食物繊維 ｇ 10～25 19以上 17以上 18歳以上の目標量 生活習慣病の発症に関連

N ml
エネルギー1kcal
当たり　1.0～1.5

ビタミン（脂溶性）

A μｇ 1000 850 700 30～49歳の推奨量 視覚機能調節と深い関係

成合で内体人とるた当に光日、係関に育発や成形の骨量安目の上以歳8101ｇμD

E ★ ｍｇ 20 7 6.5 18歳以上の目安量 抗酸化作用があるとされ、過酸化脂質の生成を抑制

K μｇ
80（男性）
65（女性）

75 65 30歳以上の目安量
血液凝固作用の維持やカルシウムの代謝促進による骨生成支
援作用など

ビタミン（水溶性）

B1
（チアミン）

ｍｇ 1.5 1.4 1.1 30～49歳の推奨量 糖質分解時の補酵素

B2
（リボフラビン）

ｍｇ 2 1.6 1.2 30～49歳の推奨量 エネルギーの代謝促進

ナイアシン 　 ｍｇ 20 15 12 30～49歳の推奨量 各種の酵素の補酵素、アセトアルデヒドの分解

B6 ｍｇ 2 1.4 1.1 18歳以上の推奨量 アミノ酸の代謝に関与

係関に成生の球血赤量奨推の上以歳812ｇμ21B

量奨推の上以歳81004ｇμ酸葉
核酸の生成支援
妊婦は葉酸接種で胎児の神経管閉鎖障害リスク低減

与関に謝代の質脂・質糖量安目の歳94～035ｇｍ酸ンテトンパ

ビオチン
(ビタミンH)

与関に謝代の質クパンタ・質脂・質糖量安目の上以歳81001ｇμ★

用作化酸抗量奨推の上以歳81001ｇｍC

ミネラル（多量）

Na
（ナトリウム）

mg 3500未満
食塩相当量
　9.0g未満

　　　*2

食塩相当量
　7.5g未満
　　　　*2

成人目標量
筋肉、神経の興奮性の抑制、細胞外液の浸透圧の安定
*2：　食塩相当量の9.0ｇ、7.5ｇは食塩に換算すると、それぞれ、
3543mg、2953mgに相当

K
(カリウム）

　 ｍｇ 3500 2500 2000 30～49歳の目安量
神経機能、筋肉機能の調整、細胞内液の浸透圧の調整、高血
圧の予防効果あり

Ca
（カルシウム）

　 ｍｇ 1000～2000 30～49歳の推奨量
骨、歯などの固い組織の成分となる、血液の凝固作用に関係、
心筋の収縮作用の強化

Mg
（マグネシウ

ム）
ｍｇ

350（男性）
280（女性）

370 290 30～49歳の推奨量 筋肉の興奮性に関与

P
（リン）

ｍｇ 1000～2000 1000 900 18歳以上の目安量
骨・歯などの成分、リン脂質、核酸の成分、ATPを作りエネル
ギーの貯蔵

ミネラル（微量）

Fe
（鉄）

ｍｇ 10 7.5
6.5（月経なし）

11.0（月経あり）
30～49歳の推奨量 赤血球やミオグロビンとして酸素を各組織に運搬

Zn
（亜鉛）

ｍｇ 15 12 9 30～49歳の推奨量 各種の酵素の構成成分

Cu
（銅）

ｍｇ 1.5～3.0 0.9 0.7 30～49歳の推奨量
ヘモグロビンの合成に必要、活性酸素を無毒化する酵素の成
分

Mn
（マンガン）

ｍｇ 2.0～5.0 4 3.5 18歳以上の目安量 各種の酵素の作用を活性化

I
（ヨウ素）

料原のンモルホ腺状甲量奨推の上以歳81051ｇμ

Se
（セレン）

★ μｇ 70 30 25 18歳以上の推奨量 抗酸化作用を持つ酵素の成分

Cr
（クロム）

★ μｇ 100～200 40 30 30～49歳の推奨量 糖質の代謝等に関与

Mo
（モリブデン）

素酵補の素酵の種各量奨推の歳94～035203ｇμJ

F
（フッ素）

分成の質ルメナエの歯や骨4ｇｍN

100

650

130

　　　　　　　　　　　　　　　J：厚労省のみ要求の項目　N：　NASAのみ要求の項目　　★：　厚生省とNASA要求が2倍以上異なる項目

栄養項目

水分

日本人の食事摂取基準
2010年版

（ＦＹ22～FY26用）

総エネルギーの
20以上、25未満

総エネルギーの
4.5以上、7.0未満

総エネルギーの
10未満

総エネルギーの
50以上、70未満

5.5

2.4

備考（含人体への作用）

240

5

50

1年以上の宇宙
飛行に要求され
る所要量

条件等
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　宇宙航空研究開発機構（JAXA）は、ISS 参加各
国が合意した「ISS のための食料供給プラン」およ
び食品衛生法等の食に関する国内法規を踏まえて、
宇宙日本食の認証基準7）／調達基準を制定した。そ
して NASA と調整して、宇宙日本食認証基準を満
足する食品については、宇宙日本食調達基準に基づ
く日本国内での検査およびその結果を踏まえた専門
家委員会の審査に合格すれば、ボーナス食として
ISS に輸送することを可能にした。JAXA 標準容器
は、それを開発したパッケージメーカーから食品
メーカーが購入するが、容器材料からのガスの発生
試験などは JAXA に有償で委託することができる。
なお、調達時の製造や検査にかかる費用は JAXA が
負担するが、認証基準をクリアしているかどうかを
評価するための各種微生物検査、栄養成分検査、官
能検査（味に問題がないかどうかの確認）、長期保存
試験等にかかる費用は食品メーカーの負担である。

出典：科学技術動向研究センターにて作成

図表 3　宇宙食の種類

出典：科学技術動向研究センターにて作成

図表 4　ISS 用宇宙食の種類

　NASA やロシアは自ら製造するか、製造を特
定の企業等に委託しており、いわば内製といえる
が、我が国は食品企業の技術レベルが高いことか
ら、各企業が開発し、各種の証拠書類を整えたもの
を JAXA が食品関連の専門家の協力を得て認証し、
認証した食品の中から調達するというシステムを
とっているのが特徴である9）。
　宇宙日本食は、日本人が日頃から家庭で食べ慣れ
ている食品を対象としている。図表 6 に宇宙日本食
のリストを示す。米飯やラーメン等の主食、鯖の味
噌煮やレトルトカレー等の副菜（おかず）、お茶、
羊羹等、計 28 品目が認証されている10）。
　2009 年 3 月から JAXA の若田光一宇宙飛行士が
日本人として初めて 4 か月半の ISS 長期滞在を行っ
た時に、宇宙日本食約 500 個を輸送し、一部は同僚
宇宙飛行士と分け合って以来、宇宙日本食は ISS 滞
在の宇宙飛行士に人気が高いと言われている。
　2013 年、JAXA は宇宙日本食のバラエティや副
菜の種類を増すため、新たな食品候補の募集を行っ
た11）。

明説称名号番

1 加水食品
水又はお湯を加えて戻してから食べる食品。凍結乾燥（フリーズドライ）食品がその
代表。熱風乾燥やスプレードライ(噴霧乾燥）などもある。

2 温度安定化食品 高温・高圧下で殺菌調理を行った食品で、レトルト食品と缶詰が相当する。

3 放射線照射食品
ガンマ線などの放射線により殺菌を行った食品であり、主に肉料理の風味をあまり
変えたくない場合などに使用。

4 中間水分食品 半乾燥の状態で長期保存可能な食品で、ドライフルーツが代表例。

5 自然形態食品
特に追加の殺菌等を行わず、長期保存ができる食品。キャンディやナッツ類が代表
例。

6 調味料 塩、こしょう、ケチャップ、マヨネーズなど。

7 生鮮食品
オレンジやリンゴなどの果物やニンジン、セロリなどの野菜など。保存性が低いの
で、打上げ後短期間で食べきる必要がある。

容内供提食スナーボ食準標目品供提）関機(国供提

米国（NASA） 約２００ ○ ○
ISSの標準食として、定常的にISSに供給。飲み物、主菜、ス
ナック、デザートなど約200種類のメニューを用意している。肉
などの殺菌のために放射線照射を行う食品がある。

ロシア 約１００ ○ ○
ISSの標準食として、定常的にISSに供給。メニューは約100種
類。魚料理がNASAよりも多く、NASAにはないミルクもある。
NASA宇宙食ではほとんど見られない缶詰が多い。

日本（JAXA） 28 × ○
ISS滞在日本人宇宙飛行士用のボーナス食として、日本人滞
在時にISSに供給（28種類のカタログ化完了）。

ESA 不明 × ○
宇宙船内でのイベント用にフランス料理のコース料理（缶詰）を
開発して搭載した実績がある。

カナダ 不明 × ○
自国の宇宙飛行士のISS滞在用に、カリブージャーキーやメー
プルシロップ入りクッキーを開発し、搭載した。

その他 　 　 　
中国は独自の有人プログラムを進めており、今までに最長15
日間宇宙飛行士が宇宙滞在を行った際に、各種の中華料理を
開発し、打ち上げたことが報道されている。

宇宙日本食3-4
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出典：参考文献 8

図表 5　宇宙日本食の認証基準（概要）

出典：参考文献 7 および参考文献 9 を基に科学技術動向研究センターにて作成

図表 6　宇宙日本食一覧
考備類種名品食分区

（製法） 内装 外装

主食 JS001 しょうゆラーメン 乾燥 JAXA指定品 JAXA指定品 宇宙専用レシピ

JS002 シーフードラーメン 乾燥 JAXA指定品 JAXA指定品 宇宙専用レシピ

JS003 カレーラーメン 乾燥 JAXA指定品 JAXA指定品 宇宙専用レシピ

JS004 白がゆ 温度安定化 宇宙専用レシピ

燥乾飯白500SJ JAXA指定品 JAXA指定品

燥乾飯赤600SJ JAXA指定品 JAXA指定品

JS007 山菜おこわ 乾燥 JAXA指定品 JAXA指定品

JS008 おにぎり　鮭 乾燥 JAXA指定品 JAXA指定品

副菜 JF001 サバの味噌煮 温度安定化 宇宙専用レシピ

JF002 イワシのトマト煮 温度安定化 宇宙専用レシピ

JF003 サンマの蒲焼き 温度安定化 宇宙専用レシピ

JF004 レトルトビーフカレー 温度安定化 宇宙専用レシピ

JF005 レトルトポークカレー 温度安定化 宇宙専用レシピ

JF006 レトルトチキンカレー 温度安定化 宇宙専用レシピ

汁物 JD001 わかめスープ 乾燥 JAXA指定品 JAXA指定品 宇宙専用レシピ

飲料 JI001 粉末緑茶 乾燥 JAXA指定品 JAXA指定品

JI002 粉末ウーロン茶 乾燥 JAXA指定品 JAXA指定品

デザート 態形然自飴黒100DJ

JD002 ミントキャンディー 自然形態

JD003 羊羹（小倉） 自然形態 市販品内装 JAXA指定品

JD004 羊羹（栗） 自然形態 市販品内装 JAXA指定品

JD005 キシリトールガム(ライムミント） 自然形態 自社内装 JAXA指定品

JD006 プルーンエクストラクト 自然形態 自社内装 JAXA指定品

調味料 JC001 トマトケチャップ 自然形態 市販品内装 JAXA指定品

JC002 野菜ソース 自然形態 市販品内装 JAXA指定品

JC003 マヨネーズ 自然形態 市販品内装 JAXA指定品

飲料 JK001 野菜飲料ゼリー（トマト） 自然形態 市販品内装 JAXA指定品

JK003 野菜飲料ゼリー（リンゴ、ニンジン） 自然形態 市販品内装 JAXA指定品

JAXA指定品

パッケージ

JAXA R2

自社缶（白塗装のみ）

自社缶（白塗装のみ）

自社缶（白塗装のみ）

JAXA指定品

認証
番号

JAXA指定品

JAXA指定品

JAXA指定品
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　東日本大震災においては様々な食の問題が発生
している。ここではその一部を紹介する。
　東日本大震災の 3 週間後に日本栄養士会が行
なった調査によれば、避難所で提供される食事が炭
水化物中心で栄養不足や偏りを招く内容だったこ
とが報告されている12、13）。一方、厚生労働省からは、
避難所生活の長期化による栄養不良や体力低下等
を踏まえ、被災後 3 か月頃までの段階で欠乏しや
すい栄養素について算定した値が示されている14）。
　また、避難所において配布されるおにぎりや漬物
が手のひらに直接のせて配布され衛生的でなかっ
たことや、個人のスペースが狭く布団が敷いてあ
るため、カップ麺を置く場所もなく、高齢者が困っ
ていたこと等が、避難所運営にかかわった栄養士
等から指摘されている15、16）。

4‒2‒1　保存量の妥当性
　近年は、食品の流通在庫が少なくなる傾向にあ
る上に、大災害発生後は更に、道路の寸断やガソ
リン不足による輸送困難、食品加工メーカー自体
の被災などが同時に発生する可能性があり、被災
者への食料供給が十分に行われるまで長期間を要
する可能性があることから、家庭や自治体におけ
る備蓄の重要性が増している。
　内閣府の中央防災会議は、家庭内備蓄や被災都
県・市区町村の公的備蓄だけでは食料が不足する
地域が発生することを懸念しており、食料の不足
量は、発災後 1 週間に最大で約 3,400 万食と想定し
ている17）。そして「各家庭や企業に対して最低でも
3 日分、可能な限り 1 週間分」の備蓄を求めている。
南海トラフ巨大地震は、首都直下地震よりもさら
に想定被害が大きいことから 1 週間分以上の食料
備蓄が必要と想定している18）。しかしながらこの分
量の食料備蓄を行っている家庭は少なく、備蓄量
を増やす方策が必要である。

4‒2‒2　食料備蓄に関する意識の妥当性
　災害がこないことを前提としたかのように、で

きる限り長期保存がきく食品を備蓄し、賞味期限
が切れる前に買い直していく方法には以下の問題
がある。
①めったに買い替える必要がないため、賞味期限

が切れる頃には忘れてしまい、買い替え等が行
われない恐れがある。

②食べ慣れていないため、被災時に食べる時にス
トレスを高める恐れがある。

③保存性が重点で味や栄養が二の次であるため、災
害がない場合は、買い替えた時点で、それまで
のものは食べられずに廃棄されて、食品ロスを
発生させる恐れが強い。

4‒2‒3　災害対応のための食品選択の妥当性
　災害時に必要となる食品は、対象となる人と、災
害のステージ、季節、災害の発生場所等に応じて
異なり、それぞれに応じた食品を備蓄する必要が
あるが、現状は保存性の良さに重点がおかれた「備
蓄」がメインである。災害時には、健康を守るた
めに必要な要素が考慮された「災害食」の視点が
必要である。

　宇宙食と災害食は共通点が多いため、明らかに共
通化すべき点は災害食の規格／仕様に取り込み、現
時点で不明な点は取り込むべきかどうかの検討を
行う必要がある。主な検討事項を以下に示す。

ａ．栄養成分
　東日本大震災では避難生活者の血圧が高値で推
移し19）、避難生活のストレス、また食生活で塩分摂
取量が多いことも、運動不足と共に原因のひとつで
はないかと推測されているが、その関連性について
十分な報告はない。一方、宇宙においても宇宙飛行
士の塩分の摂取過剰が問題になっており、NASA は
既存の宇宙食の塩分を半分に減らす取り組みを始
めている。JAXA も 2013 年に募集した新しい宇宙
日本食の候補については、1 パック当たりのナトリ
ウム量が 1000 mg 以下であることを求めている。こ
れは食塩換算で約 2.5 g に相当し、これを満足する
食品を 1 日 3 食食べても、日本人男性の現在の基準
である 1 日 9 g、同女性の 7.5 ｇに収まることから、
災害食も同レベルのナトリウムレベルを条件とす
ることも考えられるが、被災生活では宇宙飛行より
身体活動レベルが低い傾向にあること、1 包装単位

東日本大震災における食の問題4-1
4 災害対応の食の現状と課題

食料備蓄にかかる課題4-2 5 提言
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でナトリウムの量を規定すべきかどうか等も検討
する必要がある。
　また、被災生活では野外活動の制約等により日照
が制限される可能性があり、長期に渡ってその生活
が続くことを想定し、宇宙食に倣ってビタミン D を
補給するかどうか、補給する場合はその方法につい
ての検討が必要である。
　さらに避難所において特に不足を回避すべきと
されたタンパク質やビタミン B1、ビタミン B2、ビ
タミン C 等について、特段の要求を設けるのかどう
かについても検討を行う必要がある。

ｂ．容器包装のコスト
　宇宙食も災害食もパッケージは強靭かつコンパ
クトで、食器なしに食べられることが求められると
いう点が共通している。また宇宙食の場合、加水食
品にお湯や水を注入する機能を持つパッケージは
微小重力環境で飛び散らないようにするため複雑
なバルブ機構を有している。このような容器包装へ
の要求に対しても大幅なコストアップとならない
ような工夫が必要である。

ｃ．賞味期間
　宇宙食は、1 年以上（宇宙日本食は 1 年半以上）
の賞味期間が求められている。災害食も基本的にそ
の程度以上の賞味期間を確保できれば、廃棄処分等
の問題を軽減できると考えられる。

d.　味に関する官能検査
　宇宙食に限らず食品は開発時に、保存試験後、
テスターにより官能検査が行われる。これは長期
保存を行った後でも品質が変わっていないかどう
かを、微生物等の検査だけでなく人の味覚によっ
ても確認するのが主な目的であるが、宇宙食の味
に関する基準は地上の食品よりも厳しくなってい
る。災害食の場合に、官能検査の合格基準をどの
レベルに設定すべきかどうかについて検討する必
要がある。

e.　食品表示
　宇宙食には専用のラベルが貼られることになっ
ており、宇宙飛行士のみが利用するため、表示項目
は食品名や賞味期限等、限定的である。一方、災害
食は利用対象者および目的に関する表示をわかり
やすく行うことによって、備蓄品選定の際の助けに
なる可能性がある。また、救援物資となった場合
に、必要とされる人に迅速に届けられるような工夫
等も求められ、通常の法規に基づいたラベル以外に
追加するラベルについての検討も必要である。

　ガガーリン宇宙飛行士が人類として初めて宇宙
を飛行した 1960 年代の初めは、錠剤を一粒飲むだ
けで 1 日に必要なエネルギーが全てとれるような
宇宙食が理想とも言われたが、それは人間の生理に
なじまず、満腹感が得られない等、宇宙飛行士から
の食に対する不満が高まったと言われている。結局
は宇宙においても日頃食べ慣れたものが一番おい
しく、精神的な満足度を上げることがわかり、種々
の制約の中で、できるだけ地上の普通の食品に近い
ものを実現しようとしてきたのが宇宙食の歴史と
も言える20）。
　災害時にも同じことがいえ、被災生活の中で少し
でも元気を出して生活し、必要な活動を行うために
は、食生活もできる限り日常を再現する必要がある。
その際、電気やガス、水の使用等に制限があるため、
同様な制約の中で宇宙食の開発・運用を行ってきた
経験が生かされる余地がある。
　宇宙食の経験・仕様を災害食に活用することに
より、災害対応の食がより災害関係者のニーズに
沿ったものとなること、衛生性や安全性等の条件
が厳しい宇宙食の基準も盛り込んだ食品というこ
とで消費者が安心して災害食を購入・備蓄する動
機を与えること、栄養成分等の点で通常の食品よ
りも健康に配慮した仕様となることを目指す必要
がある。
　今後、コスト面での問題もクリアされて、こうし
た災害食の普及が進み、災害時のみならず平時にも
使われて、国民の健康の維持・増進にも貢献するこ
とを期待したい。
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科学技術動向研究

各国の地球観測動向シリーズ（第8回）

大韓民国の地球観測活動の方向性
―外国技術を導入した継続的な
地球観測衛星利用―
辻野 照久

　大韓民国の科学技術の中で、地球観測は最も重要な分野の一つである。2013年に策定された第 3次
科学技術基本計画には、気候変動対応力の強化、環境保全・復元システムの高度化、自然災害予防と被
害の最小化など、地球観測に関連する課題がいくつか含まれている。このような活動を行うため、韓国
は欧州の衛星製造企業の技術を利用し、自国で独自に開発した機器と組み合わせて、極軌道の光学観測
衛星・レーダ観測衛星や静止軌道の気象観測衛星を運用している。
　同国では、自国の政府関係機関の各種業務にそれらの衛星から得られる画像を利用するだけでなく、
海外にも画像の販売や提供を行うことで、国家の国際的地位を高めようとしている。また、欧州の衛星
技術の利用により自らの技術力を向上させ、それにより得られた小型衛星開発・製造能力を活用して、
大学からスピンオフした衛星製造企業がマレーシア、アラブ首長国連邦、スペインなどの地球観測衛星
の製造を受注している。地球観測活動に見られる韓国独自の製造能力や運用能力の実情を把握すること
により、韓国の科学技術力の一側面を具体的に評価することができる。本稿では、外国の技術を取り入
れて宇宙先進国の仲間入りを目指す韓国の地球観測動向について、概観・分析を行う。

キーワード：未来創造科学部，韓国航空宇宙研究院，KOMPSAT，COMS，サトレック・アイ

　概　　要

　大韓民国（以下「韓国」という。）の宇宙活動の中
で、地球観測は打上げロケット開発と並ぶ最も重要
なミッションである。自国内での地球観測活動の目
的は、農業・災害・海洋・気象・安全保障に関する
情報収集や監視の支援であり、例えば農業統計を従
来の人手による小規模な現場調査から衛星画像を
利用した大規模な調査分析に段階的に切り替えて、
人件費の削減や周辺国の調査も実施可能にするな
ど衛星画像を利用した業務改革が進んでいる。韓国
航空宇宙研究院（KARI）は、商業的な画像販売も行
う多目的衛星「KOMPSAT」シリーズや、静止気象
衛星「COMS」を運用している。また、小型衛星を開

発する能力を持つ大学発ベンチャーのサトレック・
アイ社は、マレーシア・アラブ首長国連邦・スペイ
ンなどから地球観測衛星の製造を受注している。
　韓国は 2013 年に初めて自国の射場から衛星打上
げに成功したが、打上げロケット（KSLV-1）は主
要部分をロシアに依存しており、これを発展させる
計画がなく、10 年以上前に追求していた韓国独自の
技術による打上げロケットを開発する方針に逆戻
りしてしまった。現在はKSLV-2 の開発に注力して
いる。2013 年 11 月に策定された 2040 年までの宇宙
開発中長期計画において、朴大統領は 2020 年まで
に独自開発のロケットで月着陸機を打ち上げると
いう壮大な計画を発表した。このようなロケット開
発と同時に、地球観測衛星の継続的な打上げや地球
観測データの利用にも力を入れている。

1 はじめに
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出典：各種資料より科学技術動向研究センターにて作成

　韓国の省庁は 2013 年に再編成され、未来創造科
学部（MSIP）に科学技術全般や情報通信・宇宙開発
などの研究組織が集約された。地球観測分野では、
衛星の開発をMSIP 傘下のKARI が実施し、農林畜
産食品部（MAFRA）、海洋水産部（MOMAF）、環
境部（ME）、国土交通部（MOLIT）、国家情報院
（NIS）などが利用部門となり、利用に関する研究は
ME傘下の気象庁に属する国立気象研究所（NIMR）
やMOMAF傘下の韓国海洋科学技術院（KIOST）
などが行っている。
　韓国最初の衛星は、MSIP に属する大学である韓
国科学技術院（KAIST）3）が製作した。図表１に主
な地球観測関連組織を示す。

　韓国の地球観測衛星は、現在 4機が運用中であ
る4）。光学衛星とレーダ衛星、極軌道衛星と静止

　本稿では、欧米の地球観測技術を取り入れて宇宙
先進国の仲間入りを目指す韓国の動向について分
析を行う。

　韓国の地球観測活動は、農業・森林、気象・気候、
災害、海洋、運輸、エネルギー、安全保障などのさ
まざまな分野で多数の省庁が継続的に衛星画像を
利用しており、政府全体として戦略的な取組みが見
られる。特に農業・気象・安全保障などの分野では
周辺国の状況にも大きな関心を寄せている。
　2013 年 2 月に朴槿惠（パク・クネ）政権が発足
し、3月には省庁再編成が行われた。従来の教育科
学技術部から教育部が分離され、情報通信関係の業
務を統合して未来創造科学部が新設された。同年 7
月に未来創造科学部や気象庁など 12 部 6 庁が合同
して策定した第 3次科学技術基本計画には、5大戦
略（High 5）として 19 分野 78 推進課題が掲げられ
ている 1）。この中には気候変動対応力の強化、環境
保全・復元システムの高度化、自然災害予防と被害
の最小化など地球観測活動に関連する課題も含ま
れている。
　特に、地球観測衛星の開発と継続的な運用に力を
入れており、韓国航空宇宙研究院（KARI）2）の予算
の半分以上が地球観測衛星と気象衛星に充てられ
ている。また、2007 年 11 月に策定した「宇宙開発
ロードマップ」において、2016 年までに地球観測衛
星の製造技術を獲得し、2020 年までに実用的な合成
開口レーダ搭載衛星を製造する技術を獲得するこ

とを目標としている。それに先立って外国技術を利
用した光学衛星やレーダ衛星の調達により、運用技
術の習得・向上を図っているところである。

韓国の衛星の概況4-1

3 地球観測関係組織2 地球観測政策

4 地球観測衛星
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図表 2　韓国の衛星の重量分布

図表３　韓国の地球観測衛星の打上げ実績と今後の計画

出典：参考文献 4などに基づき科学技術動向研究センターにて作成

出典：参考文献 2などに基づき科学技術動向研究センターにて作成

　「KOMPSAT」シリーズと「COMS」
シリーズについて、韓国がこれまで
に打ち上げてきた衛星の概要および
今後の打上げ計画を図表 3 に示す。
KOMPSAT 衛星は従来は外国技術
を利用してきたが、今後は自国の技
術により開発し、光学衛星とレー w
ダ衛星を交互に、継続的に打ち上げ
る計画である。

衛星があり、フルセットに近いラインアップを有
している。極軌道の光学衛星およびレーダ衛星は
「KOMPSAT」（アリラン）と呼ばれる。また静止軌
道の気象衛星は「COMS」（チョリアン）である。韓
国の地球観測衛星の特徴は、最低限の衛星数で幅広
いミッションを継続的に実施することが可能となる
ように戦略的に配備計画を定め、外国製の衛星バス
や観測機器に国産の観測機器も搭載するような形で
高性能の確保と同時に自国の技術力向上も図ってい
ることである。
　2013 年末までの累積衛星打上げ数は 17 機であ
り、打上げ順に縦軸に重量（kg）をとってプロッ

トすると、図表 2 に示すように中型～大型サイズ
の静止通信衛星 5 機および静止気象衛星の計 6 機
（図の A群）、重量 1,000 kg 前後の中型サイズの
KOMPSAT シリーズ 4 機（図の B群）、1 kg から
500 kg 未満の超小型～小型技術試験衛星 7 機（図
の C群）の 3 グループに分類できる。A群の衛星は
すべて外国製であり、韓国はこのクラスの衛星を国
産で製造する技術力をまだ有していない。C群の小
型衛星は自国のロケット技術や衛星技術を向上さ
せるための技術試験衛星であり、すべて国産であ
る。韓国の地球観測衛星の主力である KOMPSAT
衛星 4 機はこの中間の B 群に属し、国産機器と外
国製の機器を組み合わせた衛星である。

分野
衛星・機器
製造機関 

重量 運用状況 

陸域

気象
海洋

衛星シリーズ名 打上げ年月 センサ 空間分解能

地球観測衛星の打上げ
実績と今後の計画4-2
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図表 4　COMS-1 の外観と主要機器

出典：参考文献 4を基に機器名などを和訳

　COMS-15）は別名を「千里眼（チョリアン：
Chollian）」といい、気象観測だけでなく海洋観測
や静止通信衛星の国産化に向けた技術実証などの
ミッションも併せ持つ多目的衛星である。この衛
星を保有するKARI は地上局を含む全体システム
の開発を総括し、韓国電子通信研究院（ETRI）が
通信機器およびコントロールシステムを、国立気
象研究所が気象観測データ処理システムを、韓国
海洋研究所（Korea Institute of Ocean Science and 
Technology: KIOST）が海洋観測データ処理シス
テムを開発した。これらはいわば周辺システムで
あり、衛星機能の中心となる衛星バスや気象観測用
撮像装置（Meteorological Imager：MI）・静止海
色撮像装置（Geostationary Ocean Color Imager：
GOCI）など衛星技術の中核部分はエアバス社（旧
EADS Astrium 社）が開発し、アリアン 5型ロケッ
トにより静止トランスファ軌道に投入された。
　COMS の海洋観測ミッションは、朝鮮半島周辺
海域の環境監視や漁業支援、海洋生態系の時間的変
化の監視などである。静止軌道から海色イメージャ
でクロロフィルを観測する衛星は世界でも初めて
であり、韓国が欧州の技術を用いて気象衛星にこの
ようなミッションも持たせていることは注目に値
する。

　韓国における地球観測応用は、他の国とそれほ
ど変わりはない。本稿では、農業統計での衛星画

　韓国統計庁は農業統計の精度向上や人件費削減
などの効果をもたらす衛星画像利用を、段階的に拡
大してきた。統計庁が 2010 年に策定した「人工衛
星を活用した農業統計の作成」6）によれば、韓国が衛
星画像を利用して農業統計の近代化を図るうえで
参考にしたのは、米国・欧州の農業統計における衛
星画像利用状況である。1980 年代からの米国の動き
はもちろんのこと、1990 年代からは欧州連合（EU）
が衛星画像利用により欧州全域の食糧生産の把握
を行っていることにも注目している。
　1999 年に打ち上げられた韓国の「KOMPSAT-1」
衛星では、まだ農業統計に利用できるほどの分解
能が得られなかったが、2006 年に空間分解能 1m
の「KOMPSAT-2」（アリラン 2 号）を打ち上げた
ことで、米欧の動向を参考にして農業統計への衛
星画像利用を本格化させる推進計画を策定した。
そして、耕地面積調査、栽培面積調査、生産量の
推定を行うために衛星画像データが活用されてい
る。また、対象とする作物の種類を段階的に増加さ
せ、衛星画像の活用を拡大している。最初は大豆だ
けが対象であったが、現在は大麦・野菜・果物な
ど 20 品目以上に拡大している。
　衛星利用がもたらす業務上の効果としては、効率
的な調査手法により所要時間が短縮されることや、
統計の精度が向上することなどが挙げられている。
また、予算上の効果としては、衛星画像を利用しな
い場合に必要となる調査員の人件費や旅費等で毎
年 50 億ウォンの経費節減が可能と試算している。

像利用における事例を中心に、気象衛星の運用体
制、海外への衛星輸出事例などについて紹介する。

 

COMS-1 の開発と運用4-3

5 地球観測の応用事例

農業統計における衛星画像利用5-1
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　韓国の地球観測活動はまだ欧米に匹敵するほ
どのレベルではないが、国家から高い優先順位
を与えられており、KOMPSATの高分解能画像
やCOMSの多目的利用などさまざまな工夫が見
られ、そのレベルは着実に高まっている。我が国
はKOMPSAT-3 を種子島宇宙センターから打ち上
げるなど韓国の地球観測体制整備に貢献している。
過去には気象観測における衛星利用で韓国は我が
国の気象衛星「ひまわり」の画像を利用していた
が、COMSを保有したことにより現在は自立性を
高めている。
　我が国でも韓国が推進しているような農業統計
調査における衛星画像利用で同様な効果が得られ
るかどうかの本格的な検討が行われることが期待
される。農業統計に限らず、韓国の地球観測活動
には、防災や安全保障の役割が合わせて期待され
ており、このような海外における地球観測画像利
用状況を参考にして、我が国における地球観測活
動の一層の高度化やすそ野の拡大に努めるべきで
ある。
　本稿を執筆するに当たり、在韓国日本大使館勤
務経験のある文部科学省研究振興局基礎研究推進
室の岩渕秀樹室長および内閣府宇宙戦略室の原田大
地参事官補佐に韓国の状況を知悉した立場からの討
議や助言をいただいた。ここに厚く感謝します。

　韓国気象庁7）は環境部の傘下に位置し、その業務
は自然災害から国民の生命と財産を保護し、経済活
動を支援する一環として、国家の共同繁栄を増大さ
せることと定義されている。地上および海上の大気
中の気象現象を観測、分析して天気予報を行い、ま
た警報を発令し、気候統計資料や産業気象資料を提
供する。さらに、国内および海外の機関と気象デー
タや情報を交換し、研究調査や技術開発活動に取
り組むとともに、国際協力を推進している。天気
予報や技術研究を行う本部の他に、国立気象研究
所（National Institute of Meteorological Research: 
NIMR）、韓国航空気象局、5つの地方気象庁で構成
され、97 か所の気象観測所と 4か所の上層圏観測所
などがある。
　韓国は長年にわたって我が国の気象衛星「ひ
まわり」の画像データを無料で受信し利用してき
たが、2010 年に世界で 7 番目（米国・ロシア・
欧州・日本・中国・インドに次ぐ）となる独自の
気象衛星COMS-1（Communication,  Ocean and 
Meteorological Satellite-1）を打ち上げた。
　韓国はCOMS-1 の気象画像情報を自国の気象業
務に利用するだけでなく、東南アジア諸国にも提供
している。このような活動は宇宙開発・利用分野に
おける韓国の国際的地位を向上させることに寄与
している。

　韓国科学技術院（KAIST）は、未来創造科学部
に属する韓国で最もレベルの高い科学技術大学で
ある。英国のサリー大学から生まれたベンチャー企
業の衛星技術を導入して、1992 年に韓国最初の衛星
「KITSAT-1」をアリアン４型ロケットにより打ち上
げた。KAISTには、1989 年に宇宙技術・アプリケー
ションの研究を実施する研究センターとして設置
された衛星技術研究センター（Satellite Technology 
Research Center: SaTReC）8）がある。SaTReC では、
学生に対し衛星エンジニアリング、宇宙科学、リ
モートセンシング等の研究プログラムを通じた教育
や訓練を実施している。SaTReCからスピンオフし
たサトレック・アイ（SaTReC I、Iは Initiativeの略）
社は、100 kg から 300 kg の小型衛星バス（SI-100、
SI-200、SI-200E）や衛星搭載観測機器、地上局設

備などの技術を保有している。同社が製造した小型
地球観測衛星は、マレーシアの小型地球観測衛星
「RazakSat」（2009 年 7 月 14 日打上げ）や、アラブ
首長国連邦（UAE）ドバイ首長国の小型地球観測衛
星「DubaiSat-1」（2009 年 7 月 30 日打上げ）およ
びDubaiSat-2（2013 年 11 月 21 日打上げ）など 3機
あり、いずれも衛星の軌道投入に成功した。相手国
から見ると、韓国は単に衛星の製造を行っただけで
はなく、マレーシアやUAEの技術者の教育訓練と
パッケージになっており、人材育成にも寄与したと
評価されている。
　2014 年に打上げ予定のスペインのDeimos-2 もサ
トレック・アイ社が製造した。打上げはウクライナ
製のドニエプルロケットを用いてロシア領内のヤス
ヌィ射場から行われる予定であるが、クリミア編入
の影響により実施時期が不透明になっている。

6 おわりに

気象観測体制と独自衛星利用5-2

外国の地球観測衛星の製造5-3
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辻野　照久
科学技術動向研究センター　客員研究官
http://members.jcom.home.ne.jp/ttsujino/space/sub03.htm

専門は電気工学。旧国鉄で新幹線の運転管理、旧宇宙開発事業団で世界の宇宙開発動
向調査などに従事。現在は宇宙航空研究開発機構（JAXA）調査国際部調査分析課特
任担当役、科学技術振興機構（JST）研究開発戦略センター特任フェローも兼ねる。
趣味は全世界の切手収集。大韓民国は約2,800種類を保有。
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4）　UCS Satellite Database、Union of Concerned Scientists、2014 年 2 月 1 日：
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